
第２回 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の 

在り方に関する研究会（議事次第） 
 

日時：平成２３年１２月１３日（火） 

    １０：００～１２：００ 

場所：中央合同庁舎第５号館 

専用２１会議室 

 

 

１．関係者からのヒアリング 

・社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 理事 阿部 一彦氏 

・社会福祉法人日本盲人会連合 会長 笹川 吉彦氏 

・社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 常務理事 田中 正博氏 

・公益社団法人全国精神保健福祉会連合会 理事長 川﨑 洋子氏 

 

２．障害者の雇用に関する事業所アンケート（案）について 

 

３．その他 

 

 

 
【配付資料】 

資料１：関係者からのヒアリングについて 

１－① 社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 提出資料 

１－② 社会福祉法人日本盲人会連合 提出資料 

１－③ 社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 提出資料 

１－④ 公益社団法人全国精神保健福祉会連合会 提出資料  

資料２：障害者の雇用に関する事業所アンケート（案） 

資料３：障害者数の推移及び年齢別の障害者数について 

資料４：障害者の勤続年数について 

 

【参考資料】 

 参考資料１：障害者雇用促進法における障害者の範囲、雇用義務の対象 

 参考資料２：障害の種類別にみた障害者雇用施策の適用範囲 

参考資料３：精神障害者の雇用に関する過去の事業所アンケート調査（調査票） 

参考資料４：田川委員 提出資料 

 



関係者からのヒアリングについて 
 
 

１．ヒアリング先 
 
＜第２回＞ 
 
○社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 
 
○社会福祉法人日本盲人会連合 
 
○社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 
 
○公益社団法人全国精神保健福祉会連合会 
 

 
＜第３回＞ 
 
○社団法人日本てんかん協会 
 
○一般社団法人日本発達障害ネットワーク 
 
○一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 
 
○地域障害者職業センター 
 
○ハローワーク 

 
 
２．ヒアリング項目 
 
（１）障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどの

ように考えているか。 
 
（２）障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難

さに視点を置いて見直すことについてどのように考えてい
るか。 

 
（３）雇用率制度における障害者の範囲（雇用義務の対象範囲）

についてどのように考えているか。 
 
（４）雇用率制度におけるダブルカウントや特例子会社の取扱

いなどについてどのように考えているか。 
 
（５）その他現行の障害者雇用促進施策についてどのように考

えているか。（見直すべき点など） 
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障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会 

関係者からのヒアリング（様式） 

 

団体名：（福）日本身体障害者団体連合会            

 
 
１．障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどのように考えているか。 

 
 
２．障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難さに視点を置いて見直

すことについてどのように考えているか。 

 
 
 

障害者雇用促進制度における障害者の範囲については、改正障害者基本法(平成
23 年 8 月 5 日施行)の障害者の定義にもとづいて考えるべきである。その定義は、
身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害が
ある者であって、障害及び社会的障壁（障害がある者にとって障壁となるような事
物・制度・慣行・観念その他一切のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相
当な制限を受ける状態にあるものであり、職業生活を行う場合の継続的で相当な制
限を受ける状態をもとに、障害者雇用における障害の認定を行うべきである。 
 

  
 障害者の範囲を就労の困難さに視点を置いて見直すことについて賛成である。上
記に記したように、職業生活を行う場合の継続的で相当な制限を受ける状態をもと
に、障害者雇用における障害の認定を行うべきであり、それらの制限を少なくする
ための就労生活の充実を図るために、社会モデル（環境モデル）に即した具体的な
支援を講ずるべきである。 

現行の手帳制度に基づく障害者の範囲は医学モデルに依拠して、重度・軽度等の
整理を行っているが、社会モデル的観点を導入する立場からは、障害者にとって「い
かなる『場面』(＝環境)において、どのような「支援」が必要とされるか、その「支
援」の大きさ(質・量的な観点からみた)を考慮して決めるべきである。 
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３．雇用率制度における障害者の範囲（雇用義務の対象範囲）についてどのように

考えているか。 

 
 
４．雇用率制度におけるダブルカウントや特例子会社の取扱いなどについてどのよ

うに考えているか。 

 
 

  
今回の改正では、精神障害者（発達障害者を含む。）を雇用義務の対象範囲に入

れるべきである。この場合には、当然であるが雇用率をあげる必要がある。 
そして、改正障害者基本法(平成 23 年 8 月 5 日施行)の障害者の定義にもとづい

て、高次脳機能障害者、難病等のために職業生活を行う場合に継続的で相当な制限
を受ける状態にある人に関する雇用義務化を検討すべきである。 

雇用義務の対象範囲の拡大に際しては、雇用率上昇に関して明確な根拠をもとに
検討しなければならない。対象範囲の拡大に伴って、すでに就労している人の数合
わせにより実質的就労の拡大につながらなかったり、これまで職業生活を送ってい
た人が就労の機会を失うことにことのないようにしなければならない。 
 

  
 ダブルカウントや特例子会社の制度は、就労に困難度の高い重度障害者の雇用を
促進するために機能している面があるという指摘がある。一方、雇用率の数合わせ
や障害者だけを集める雇用形態には問題があるとの指摘もある。また、現行の重度
障害者に関する考え方が医学的判定に基づいているものであり、就労生活を送るた
めの制限に基づいているものではない。 

ダブルカウントや特例子会社の制度に関する検討に際しては、社会モデルの考え
方をもとにこれまでの取り組みについて十分な検討を行う必要がある。 
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５．その他現行の障害者雇用促進施策についてどのように考えているか。（見直すべ

き点など） 

 

  
職業生活は障害のある一人ひとりにとって社会生活･日常生活を構成する重要な

生活である。すなわち、職業生活の充実を図り、就労の継続を実現するためには、
社会生活･日常生活の適切な支援との連携が必要になる。就労、福祉、保健・医療
等の領域の横断的、総合的支援が求められ、その実現のためのコーディネートの充
実が求められる。 

社会モデルの考え方をもとに、移動支援、コミュニケーション支援、介助等につ
いて具体的に検討し、それらのサービス提供に関して制度間の空白や支援の有無・
密度に格差が生じないようにすべきである。現行制度においては、例えば、社会参
加、教育、雇用の場におけるサービス提供（移動支援、コミュニケーション支援、
介助等）の手続き上の違いや制度間の空白が存在している。それらの支援がシーム
レスに行われることによって、１人ひとりの職業遂行上の力を十分に発揮できる就
労生活を実現するとともに、その人らしい生活の実現が求められる。十分な選択肢
に裏打ちされた、自己選択、自己決定のもとに充実した人生を送るための支援の充
実が求められる。 
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障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会 

関係者からのヒアリング（様式） 

 

団体名：社会福祉法人日本盲人会連合 

 
１．障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどのように考えているか。 

 
 
２．障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難さに視点を置いて見直

すことについてどのように考えているか。 

 

 
・視覚障害者の雇用が促進されるよう、障害者の範囲を適正に決めていただきたい。 
 
・障害者手帳を交付されていない難病者についても、障害者雇用促進制度における
障害者の範囲としていただきたい。 
 
 

 
・一般職での雇用が困難な視覚障害者は、国や自治体等公共団体が積極的、優先的
に視覚障害あはき師（鍼灸マッサージ指圧師）を雇用するとともに、福祉施設や介
護施設、一般企業においても視覚障害あはき師の雇用を推進するよう働きかける
等、見直していただくことで、視覚障害者の雇用が増えると考える。 
 
・障害者職業センターをはじめ、視覚障害者の就労については、視覚障害者の専門
性を理解したジョブコーチを配置するように見直していただきたい。視覚障害の特
性を理解していただくことで、視覚障害者の就労が促進されると考える。 
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３．雇用率制度における障害者の範囲（雇用義務の対象範囲）についてどのように
考えているか。 

 
 
４．雇用率制度におけるダブルカウントや特例子会社の取扱いなどについてどのよ

うに考えているか。 

 
 

 
・一般就労が困難な視覚障害者の就労促進のため、雇用率を障害別に公表していた
だきたい。障害別に公表することで、就労困難な視覚障害者のための新たな仕事な
どが考えられ、視覚障害者の雇用率も上がると考えられる。 

 
・ダブルカウントについては、重度障害者の雇用を促進する利点があるものの、障
害当事者からすると、半人前に扱われているように感じるという意見がある。 
 
・雇用者側からすると、重度障害者１名を雇うより、軽度の障害者２名を雇う方が
利点があると考える雇用者も多く、重度障害者の雇用を促進するダブルカウントの
矛盾が生じていることも考えられる。 
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５．その他現行の障害者雇用促進施策についてどのように考えているか。（見直すべ

き点など） 

 

 
・視覚障害の特性について知識のある人が少ない。視覚障害について専門的知識を
有する人をジョブコーチとして配置するようにしていただきたい。 
 
・視覚障害者は一般職での雇用が難しいため、雇用率の公表は、障害別にしていた
だきたい。 
 
・視覚障害者の就労促進のため、すべての官公庁や民間企業において、点字や音声
や拡大文字による採用試験を実施していただくとともに、採用後は、視覚障害者が
充分に働くことができるよう、視覚に障害があっても可能な専門職をつくっていた
だきたい。 
 
・雇用促進法に自営業は現状では含まれないが、視覚障害者は障害の特性から、鍼
灸マッサージ治療院を開業している人が多いため、視覚障害あはき師への雇用促進
法に匹敵するものを制度化していただきたい。 
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障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会 

関係者からのヒアリング（様式） 

 

団体名：全日本手をつなぐ育成会            

 
１．障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどのように考えているか。 

 
 
２．障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難さに視点を置いて見直

すことについてどのように考えているか。 

 

障害者権利条約、障害者基本法及び障害者自立支援法の障害者の定義によるもの
を障害者の範囲とすべきと考える。ただし障害者の範囲を広げることが、雇用促進
において混乱を生じない配慮が必要と考える。 

過去に範囲が拡大されての評価は、以下の 4 つである。 
① 身体障害者雇用促進法から障害者雇用促進法となり、それを機に長年親の会が

要望してきた知的障害者の雇用義務化が実現した。 
② 義務化を機会に、知的障害者の就労支援施策がすすみ、雇用機会が拡大した。 
③ 身体→知的→精神（含む発達障害）という雇用制度における対象障害者の拡大

は、権利条約と照らしても法の趣旨から当然と考える。 
④ また、知的障害者の雇用義務化当時に比べ就労支援施策が整備され受け入れ企

業の負担が大幅に軽減されている。 

知的･精神障害の分野の労働者性をとらえると、基本の生産性に加えて評価すべ
き点として「存在価値」「社会貢献力」「チームワーク力」「実直・勤勉さ」などが
あげられる。これが評価され活かされれば継続した就労が見込めるが、そうでない
場合は、「就労の困難さ」となる。個人を活かすには、それぞれの特性が活かされ
るよう、まずは個人の把握が大切である。 

さらにどのような支援策、環境整備があれば就労が可能かは、個別支援計画とし
ての課題整理が必要となる。その際には、ICF の視点を盛り込んだ個別支援計画の
習熟度を上げていく事が肝要である。 

特に知的・精神障害（含む発達障害）については、個別支援計画に基づき企業側
が社員を教育管理するようなシステムと、併せて就業・生活支援面でのフォローが
きわめて有効である。 
 またトライアル雇用、ジョブコーチ支援、職場定着推進チームなどの活用も組み
合わせ※個別支援計画に基づく就労支援の手法を重視し地域の実情に合ったサポ
ートシステムをつくっていく事が重要である。※カスタマイズ就業 

以上の点から、障害者の範囲を見直す際には、個人の特性に配慮した支援のあり
方と就労の困難さに着目して、評価すべきであると考える。 

YSOSP
テキストボックス
  資料1－③  



- 2 - 

 

 
３．雇用率制度における障害者の範囲（雇用義務の対象範囲）についてどのように

考えているか。 

 
 
４．雇用率制度におけるダブルカウントや特例子会社の取扱いなどについてどのよ

うに考えているか。 

 障害別の人数（在宅者 18 歳以上 65 歳未満）と障害別実雇用率の比は、身体障害
２２％、知的障害２２％、精神障害 0,5％となっている。これは精神障害が雇用の
義務化の対象となっていないことの反映とも言える。また知的障害、精神障害の就
労の困難さは社会的理解と深く結びついているとも言える。 

精神障害者、発達障害者へは、就業・生活支援センターなどの設置により、生活
面での支援も含め就労支援策が徐々に整備されつつある。この状況を強化する中
で、精神障害、発達障害を雇用の義務化の対象として拡大する事は、雇用機会の増
加とともに暮らしの支援が整い、良い循環の結果として障害についての社会的理解
の促進と共生社会の実現に寄与することが期待されるため、対象範囲については拡
大すべきと考える。 

なお雇用義務範囲の拡大を図る際には、あわせて法定雇用率の引き上げも行う必
要があると思われる。そのためには、新たに対象となる障がい特性（発達障害など）
の人を含めた全体の政策対象人数を推計し、目指す就労率を設定して、その割合を
クリアできるような雇用率の設定が必要である。 

 身体障害者雇用促進法の施行から 50 年が経過し、身体障害者の雇用については
十分に定着した感がある。メンタル系の障害者雇用に対する取組み強化を求める。 

職業的重度判定（ダブルカウント）及び特例子会社が障害の社会的モデルにそぐ
わないと言う意見があるが、知的障害の場合、雇用促進の現実策として効果を上げ
ている点で評価すべきである。雇用される実人数の目減り感がある課題に留意しつ
つ、更なる利用が促進されるよう職業的重度判定については、軽度障害者について
も現在の職業センターでの判定から身近なハローワーク、障害者就業・生活支援セ
ンター、更生相談所等で実施できるようにすべきである。 

またカウントのルールが手帳ベースとなっているため、たとえばペースメーカー
装着や人工透析の人もカウント対象となる。そのため、ダブルカウント制度の改正
が必要と思われる。具体的には、個別支援計画に基づく就労支援の手法を重視し、
手帳や医師の所見に加え、就労支援にかかる個別支援計画（もしくはアセスメント）
に基づいて職業的重度判定を行う手法の検討を求める。 
 障害者雇用における特例子会社の役割は大きく、規制緩和により雇用率アップに
も貢献しているが、就職の際の競争は厳しく、軽度の人たちが採用されがちである。
そのため職種にもよるが、より多くの重度知的障害者や様々な障害特性を持つ人
が、会社の貴重な戦力として働けるような専門支援員の配置をより積極的に促すよ
うな仕組みの構築を期待する。 
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５．その他現行の障害者雇用促進施策についてどのように考えているか。（見直すべ

き点など） 

 

 障害者自立支援法によって福祉サイドからの就労支援が強化され地域での働く
場が増えている。知的障害、精神障害者については、地域生活支援の一環として就
労支援があるという観点が重要で、労働、福祉のきめ細かな連携策が強く求められ
ている。具体的にはハローワーク主導の「チーム支援」と自治体（市町村）主導の
「自立支援協議会」とが一体的に運営できるガイドラインなどを示す必要がある。 
 従前よりも業種も多様化しており、小売り、サービス、流通、事務（PC 業務）
等が特に増加している。これをさらに推進し、第一次産業への参入も視野に入れ、
業種開拓の取り組みが必要である。さらには障害者基本法で示された障害者本人の
力量による芸術文化活動分野での活動など、夢のある希望の持てる職種の開拓も求
められている。 

障害者自立支援法により福祉サービスが市町村主体となった効果で、商工会議所
などが中心となり、地域で支援することを意識したネットワークが増えている。関
係機関による「地域雇用の創出ネットワーク化」をさらに促進し、新規事業所の展
開を地域ぐるみで実施してゆける可能性を拡大していただきたい。そのためには、
たとえば日本型の職人的技術継承スタイルで事業を展開している多くの中小企業
（個人経営の小規模工場など）で、実態に即した柔軟で手厚い就業支援、職場定着
支援がはかられるような工夫を期待したい。職場内就業訓練といえるような環境を
設定していただきたい。 

さらに週 20 時間未満の働く場を提供してくれる地域の事業所（職種形態は特に
問わない。クリニックや個人商店など）に、優遇策として奨励金などの交付（ポイ
ントやマイレージなど）を検討するべきである。 
 本人向けには、資格取得を奨励し、PC オペレーターやバイリンガル養成などの
日常的な職業スキルの向上やフォークリフトなどの特殊技能の取得に向けて資格
が得られやすいような制度を創設していただきたい。 

最後に懸念事項を一つ。障害基礎年金受給者が就労すると、等級の下方変更や支
給停止になってしまう事例が散見される。また、就労していることを理由に福祉サ
ービスの利用を制限する自治体も尐なくない。この種の対応が自治体ごとの異なる
判断とならないよう、厚労省全体として解決に向けて取り組んでいただきたい。 
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障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会 

関係者からのヒアリング（様式） 

 

団体名：公益社団法人全国精神保健福祉会連合会            

 
１．障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどのように考えているか。 

 
 
２．障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難さに視点を置いて見直

すことについてどのように考えているか。 

 

 
現行では身体、知的、精神の手帳保持者となっているが、障がい者制度改革推進

会議で論議され、改正された障害者基本法で見直された障害者の定義に則るべき
で、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能の障害
がある者であって、障害及び社会的障壁により、継続的に日常生活、社会生活に相
当な制限を受ける者とする。 

 
また、就労に関する能力の可否を主治医の診断書のみを基準とすることには、限

界があると考える。 
 

  

  
「就労の困難さ」は、それぞれの障害者特性により多様である。精神障害に関し

ては、就労の入り口、就労の継続・定着が論じられなくてはならない。 
事業主、事業所への精神障害を正しく理解する啓発事業が展開されるようなしく

みづくりも必要である。 
 
知的障害者の雇用実績のある企業へ精神障害者の雇用をしたくても、支援にはい

る機関が地域にはほとんどないという状況は考慮される必要がある。 

YSOSP
テキストボックス
  資料1－④  



- 2 - 

 

 
３．雇用率制度における障害者の範囲（雇用義務の対象範囲）についてどのように

考えているか。 

 
 
４．雇用率制度におけるダブルカウントや特例子会社の取扱いなどについてどのよ

うに考えているか。 

 
 

  
 精神障害者は雇用義務の範囲にはいっていないことから、就労につながらないこ
とが多いと聞いている。したがって、対象にいれるべきと考えるが、以下の課題が
あり、これらの解決策も講じる必要がある。 
 
 
１． 障害者の範囲が障害者基本法に従うとすると、かなり範囲が広がることが 

考えられる。 
 

２． 上記を解決するには雇用率を現行の１．８％から上げることも考えられなく 
てはならない。 

 
３． 雇用率を上げることを考えるとき、企業側の努力に負うばかりでなく、就労

を支える支援者、支援機関の充実が図られなくてはならない。 
 
 

  
 
特例子会社について 

障害者雇用の促進に役立っていると考えるが、特に知的障害者に重きが置かれ
ている。障害者自立支援法により、精神障害者への門戸が開かれたが、実数があ
まり上がっていない状態である。 

 
精神障害者の受け入れがもっと可能になるように、第２号職場適応援助者や精

神保健福祉士を配置し、特例子会社の環境を整備することが必要である。 
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５．その他現行の障害者雇用促進施策についてどのように考えているか。（見直すべ

き点など） 

 

  
 短時間労働（週２０時間以上０．５人換算）について 
 
  精神障害者では、５時間×週４日から仕事を始めることは困難な人がいる。 

精神の障害特性に合わせて、もっと短い時間から仕事を始める仕組みが良いと考
える。 
 
障害者雇用の全体の支援体制を考えていかないと、雇用率アップは掛け声だけに
終わる危惧を抱く。 

 
 
   



障害者の雇用に関する事業所アンケート（案） 
 

１．目的 
 「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会」に
おいて、障害者の範囲等を検討するため、事業所における障害者の雇用の状況
や今後の障害者雇用の方針等の基礎資料を得ることを目的に事業所アンケート
を実施する。 
 
２．調査の対象 
 事業所規模５人以上の雇用保険適用事業所 １０００事業所。事業所規模別
の層化無作為抽出を行う。 
 (参考) 精神障害者の雇用に関するアンケート(H15)の対象事業所数・配布数 

 
３．調査方法 
 郵送により、別添アンケート調査票を上記調査対象事業所に送付し、記入後、
厚生労働省障害者雇用対策課あて返送を依頼する。 
 
４．調査時期 
 平成２４年１月（調査時点は、平成２３年１２月１日とする。） 
 
５．調査内容 

 Ⅰ 事業所の属性 
  ① 事業所の従業員数、企業の形態、事業所の業種 
  ② 障害者の雇用状況（身体、知的、精神（採用前・採用後）） 

 Ⅱ 精神障害者の雇用について 
  ③(１)採用前精神障害者の雇用のきっかけ 
   (２)採用前精神障害者の精神障害者であることの確認方法 
  ④(１)精神障害者の雇用管理上の配慮事項 

(２)精神障害者の職場定着等の協力機関 
   (３)精神障害者を雇用してよかったこと 
  ⑤ 精神障害者の職務遂行面・職場適応面の状況 

 Ⅲ 今後の精神障害者雇用の方針 
  ⑥ 精神障害者の採用方針の変化 
  ⑦ 今後の精神障害者の雇用方針 
  ⑧ 精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度の認知・利用状況 

 Ⅳ その他雇用管理上の配慮が必要な方の状況 
  ⑨ 発達障害者や難治性疾患患者の雇用状況 
  ⑩ 発達障害者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
  ⑪ 難治性疾患患者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
  ⑫ 今後の発達障害者、難治性疾患患者の雇用方針 

 Ⅴ その他 
  ⑬ 障害者雇用に対する意見（自由記述） 

事業所規模  5～9 人  10～29 人  30～55 人  56～99 人  100～299 人 300～999 人 1000 人以上  小計  

事業所数  340,530 295,989 78,865 44,020 38,669 11,688 2,716 813,477 

配布数  144 144 144 144 144 143 137 1,000 

回答事業所数  56 65 59 57 85 58 3 415 

YSOSP
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障害者の雇用に関する事業所アンケート（案） 
 

 

 本アンケートは、「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する
研究会」において、障害者の範囲等を検討するため、事業所における障害者の雇用の
状況や今後の障害者雇用の方針等の基礎資料を得ることを目的に事業所アンケート
を実施するものです。 
 
 いただいた回答は、すべて統計的に集計され、個人はもちろん個別の事業所の回答
が判別されることはありません。また特定の事業所について分析したり公表をしたり
することはありませんので、ご理解の上、ぜひご協力下さいますようお願いいたしま
す。 
本アンケートを答えるに当たって、改めて本人に確認する必要はありません。 
 

 

 
 
  

※本アンケートにおける「発達障害」とは、発達障害者支援法第二条第一項で定める「発達障害」を指します。 

○発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号） 

第二条 この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習

障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現

するものとして政令で定めるものをいう。   

（第二項、第三項 略） 

○発達障害者支援法施行令（平成１７年政令第１５０号） 

第一条 発達障害者支援法第２条第１項の政令で定める障害は、脳機能の障害であってその症状が通常低年

齢において発現するもののうち、言語の障害、協調運動の障害その他厚生労働省令で定める障害とする。   

○発達障害者支援法施行規則（平成１７年厚生労働省令第８１号） 

 発達障害者支援法施行令第１条の厚生労働省令で定める障害は、心理的発達の障害並びに行動及び情緒の

障害（自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、言語の障害

及び協調運動の障害を除く。）とする。 

 

本アンケートで用いる用語の定義は、以下のとおりです。  

 

 ○常用労働者…１年以上継続して雇用される者（見込みを含みます）のうち、１週間の所定労

働時間が 20 時間以上の者。 

 

○身体障害者…身体障害者手帳の所持者  

 

○知的障害者…知的障害があると判定された者（療育手帳の所持者）  

 

○精神障害者…①精神障害者保健福祉手帳の所持者 又は ②統合失調症、そううつ病（そう

病、うつ病を含む）、てんかんのいずれかの疾患を有し、主治医や産業医の診

断書、意見書がある者 

  ・採用前精神障害者…採用時点ですでに精神障害者であって、会社としてそれを承知の上採

用をした者  

  ・採用後精神障害者…採用後に精神障害者になったか、採用後に精神障害者であることを会

社として知った者  

 

 ○発達障害者…上記の身体障害者、知的障害者、精神障害者に該当する方以外で、発達障害(*)

を有する者で、何らかの雇用管理上の配慮が必要となっている者  

 

 ○難治性疾患患者…上記の身体障害者、知的障害者、精神障害者に該当する方以外で、いわゆ

る難病を有する者で、何らかの雇用管理上の配慮が必要となっている者  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%94%ad%92%42%8f%e1%8a%51%8e%d2%8e%78%89%87%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%94%ad%92%42%8f%e1%8a%51%8e%d2%8e%78%89%87%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%90%ad%88%ea%8c%dc%81%5a&REF_NAME=%94%ad%92%42%8f%e1%8a%51%8e%d2%8e%78%89%87%96%40%8e%7b%8d%73%97%df%91%e6%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000
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Ⅰ 事業所の属性 
 

問１ 貴事業所の規模、業種等についてお答え下さい。該当するものに○をつけて下さい。  

<H12・H15> 

（１）貴事業所の従業員（常用労働者）数 

   ※「常用労働者」の定義の詳細は、１ページをご覧下さい。  

１ ９人以下 

 ２ １０～２９人  

 ３ ３０～５５人  

 ４ ５６～９９人 

 ５ １００～１９９人 

 ６ ２００～２９９人 

 ７ ３００～９９９人 

 ８ １０００人以上  

 

<H15> 

（２）企業の形態  

 １ １企業１事業所  

 ２ １企業複数事業所  

 ３ その他（具体的に                             ） 

  

<H12・H15> 

（３）貴事業所の主な業種 

  １ 農業、林業、漁業  

  ２ 鉱業、建設業 

  ３ 製造業 

  ４ 電気・ガス・熱供給・水道業  

  ５ 情報通信業 

６ 運輸業、郵便業 

  ７ 卸売業、小売業 

  ８ 金融業、保険業 

９ 不動産業、物品賃貸業  

 １０ 学術研究、専門・技術サービス業  

１１ 宿泊業、飲食サービス業  

１２ 生活関連サービス業、娯楽業  

１３ 教育、学習支援業 

１４ 医療、福祉 

１５ 複合サービス事業 

１６ その他サービス業 

１７ その他（具体的に                           ） 

 

<（精神障害者のみ）H12、H15> 

問２ 貴事業所における平成２３年１２月１日現在の以下の障害者の雇用状況を教えて下さい。

（※各用語の定義の詳細は、１ページをご覧下さい。） 

   いずれかに○をつけ、現在雇用している場合は人数（常用労働者数）をご記入ください。  

障害種別  雇用状況  

①身体障害者  いる（     人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明  

②知的障害者  いる（     人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明  

③精神障害者   

Ａ 採用前精神障害者  いる（     人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明  

a 食料品、飲料・たばこ 

b 繊維工業  

c 木材、家具、パルプ・家具、印刷  

d 化学工業、窯業・土石 

e 鉄鋼 

f 非鉄金属  

g 金属製品  

h 機械器具  

i その他 

①事業所数はいくつありますか（  事業所） 

②貴事業所は本社事業所ですか  

１ 本社  ２ 本社以外 

③企業全体の従業員（常用労働者）数は何人ですか  

 １ ９人以下  

２ １０～２９人  

３ ３０～５５人  

４ ５６～９９人  

５ １００～１９９人 

６ ２００～２９９人 

７ ３００～９９９人  

８ １０００人以上  
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Ｂ 採用後精神障害者  いる（     人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明  

 
 
Ⅱ 精神障害者の雇用について 

 

<H15> 

問３ 採用前精神障害者の雇用経験がある事業所（問２③Ａで、「いる」又は「現在はいないが過

去はいた」と回答した場合）におたずねします。  

  （※採用前精神障害者の雇用経験がない場合は、問４に進んで下さい。）  

   

（１）精神障害者を雇い入れたときの主なきっかけは何でしたか。当てはまるもの全てに○をつ

けて下さい。  

 １ 精神障害者が雇用率の算定対象になった（法定雇用率を達成するため）  

 ２ 事業拡大や人手不足のため雇入れの必要があった  

 ３ ハローワークから紹介された  

 ４ 民間の職業紹介事業者等から紹介された 

 ５ 病院・支援機関から頼まれた  

 ６ 知り合いから頼まれた  

 ７ 必要な仕事ができそうなので雇い入れた  

 ８ 企業の社会的責任を果たすため  

 ９ その他（具体的に                              ） 

 

<H15 個票> 

（２）精神障害者を雇い入れたときに、精神障害者であることを何によって確認しましたか。当

てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

 １ 精神障害者保健福祉手帳  

２ 主治医の診断・意見書  

 ３ 産業医の診断・意見書  

 ４ １～３以外の方法で確認（具体的に                      ） 

 

<H12 > 

問４ 精神障害者の雇用経験がある事業所（問２③Ａ・Ｂのいずれか又は両方で、「いる」又は「現

在はいないが過去はいた」と回答した場合）におたずねします。  

（１）雇用している（していた）精神障害者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行っていま

す（いました）か。当てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

 １ 短時間勤務など勤務時間の配慮  

 ２ 休暇を取得しやすくする等休養への配慮  

３ 業務量への配慮  

 ４ 配置転換など配置についての配慮  

 ５ 作業環境、施設・設備・機器の改善  

 ６ 工程の単純化など職務内容への配慮  

 ７ 作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫  

８ 通院・服薬管理など医療上の配慮  

 ９ 業務遂行を援助する者の配置  

 １０ 職業生活に関する相談員の配置・委嘱  

 １１ 職場内における健康管理等の相談支援体制の確保  

精神障害者の雇用経験がない事業所（問２③Ａ・Ｂともに「現在も過去もいない」

又は「不明」と回答した場合）は、問５（５ページ）に進んで下さい。  
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 １２ 外部の関係機関との連携支援体制の確保  

 １３ その他の配慮 ⇒具体的に（                         ） 

 １４ 特段の配慮を行っていない  

 

（３２）精神障害者の職場定着、職場適応のための支援について協力を得ている（得ていた）の

は、次の誰ですか。当てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

 １ ハローワークの職員  

 ２ 地域障害者職業センターの職員 

 ３ 障害者就業・生活支援センターの職員 

 ４ 主治医 

 ５ 病院のソーシャルワーカー  

 ６ 社会福祉施設の指導員等  

 ７ 保健所や精神保健福祉センターの職員  

 ８ 産業医や産業保健スタッフ  

 ９ 家族 

 １０ その他 ⇒具体的に（                             ） 

 １１ どこからの支援も受けていない  

＜H12＞ 

（３）貴事業所で精神障害者を雇用して良かったことは何ですか。当てはまるもの全てに○をつ

けて下さい。  

 １ 社員の対人態度が柔らかくなった。 

２ 職場全体の雰囲気が良くなった  

 ３ 精神障害に対する従業員の理解が進んだ  

 ４ 精神障害者の働く姿勢に刺激を受けて、職場全体の意欲が向上した  

 ５ 会社としても精神障害者雇用のノウハウを学ぶことができた  

 ６ その他 ⇒具体的に（                            ） 

 ７ 特にない 
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<H12 >  

問５ 精神障害者の職務遂行や職場適応に関してお伺いします。次の項目ごとにそれぞれ当ては

まる状況を一つ選んで○をつけて下さい。  

☆精神障害者の雇用経験がある事業所（問２③Ａ又はＢのいずれか又は両方で、「いる」又は

「現在はいないが過去はいた」と回答した場合）においては、実際に貴事業所で仕事をし

ている（していた）場面における状況についてお答え下さい。  

☆精神障害者の雇用経験がない事業所（問２③Ａ・Ｂともに「現在も過去もいない」又は「不

明」と回答した場合）については、仮に貴事業所で雇用した場合に予想される状況につい

てお答え下さい。  

 

  問題ない 問題あり 個人差が大きい わからない 

職
務
遂
行
面 

(1)基礎体力  １ ２ ３ ４ 

(2)持久力  １ ２ ３ ４ 

(3)手先の器用さ １ ２ ３ ４ 

(4)動作の機敏さ １ ２ ３ ４ 

(5)指示に対する理解力  １ ２ ３ ４ 

(6)職務への集中力  １ ２ ３ ４ 

(7)とっさの事態に対する判断力  １ ２ ３ ４ 

(8)職務遂行の正確さ １ ２ ３ ４ 

(9)職務遂行の能率  １ ２ ３ ４ 

職
場
適
応
面 

(10)健康管理  １ ２ ３ ４ 

(11)症状の安定  １ ２ ３ ４ 

(12)精神的なタフさ １ ２ ３ ４ 

(13)勤労意欲  １ ２ ３ ４ 

(14)出退勤等の労働習慣  １ ２ ３ ４ 

(15)円滑な人間関係  １ ２ ３ ４ 

(16)生活管理  １ ２ ３ ４ 

(17)総合的に見て １ ２ ３ ４ 

 
  

ここからは全事業所がお答え下さい。  
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Ⅲ 今後の精神障害者雇用の方針   

 

<新規> 

問６ 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の所持者に限る）については、平成１８年度から障

害者雇用率の算定対象になりました。その前後で精神障害者雇用に対する方針に変化はあり

ましたか。それぞれあてはまるものを１つずつ選んで○を付けて下さい。  

（１）平成１８年から精神障害者が雇用率の算定対象になったことを知っていましたか。  

  １ 知っていた 

  ２ 知らなかった 

（２）平成１８年度以前の精神障害者の雇用の状況  

１ 雇用していた 

２ 雇用していなかった 

（３）平成１８年度以降の精神障害者の雇用方針の変化  

  １ 積極的に雇用するようになった  

  ２ 特に雇用に関する方針は変わらない  

  ３ その他 ⇒具体的に（                           ） 

 

<H15> 

問７ 貴事業所では、今後の精神障害者の雇用についてどのようにお考えですか。最もよくあて

はまるものを１つだけ選んで○を付けて下さい。  

 １ 積極的に精神障害者の雇用に取り組みたい  

 ２ 積極的に取り組みたいと思わないが、ある程度仕事のできそうな人が応募してくれば雇

うかもしれない  

 ３ 精神障害者の雇用管理のことがよくわからず不安なので、雇いたくない  

 ４ 精神障害者は仕事ができなかったり職場になじむのが難しかったりすると思うので雇い

たくない 

 ５ 過去に精神障害者を雇用したが、仕事ができなかったり職場にうまくなじめなかったり

したので、雇いたくない 

 ６ その他 ⇒具体的に（                          ） 

 ７ わからない 
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＜H12 改＞ 

問８ 精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる次の支援制度はご存じですか。また、利用したこ

とがありますか。次の項目ごとにそれぞれ当てはまる状況を一つ選んで○をつけて下さい。  

（各支援制度の概要については、別紙をご参照下さい。） 

 

 

利用したことがある 利用したことはない 

役に立
った 

役に立
たなかっ

た 

知ってお

り、今後
利用した
い 

知ってい

るが、利
用する予
定はない 

知らなか

ったが、
今後利
用したい 

知らず、

利用する
予定もな
い 

１ ハローワークの専門スタッフによる支援（精神障
害者雇用トータルサポーター等） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

２ 精神障害者等ステップアップ雇用奨励金  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

３ 精神障害者雇用安定奨励金  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

４ 地域障害者職業センターで実施する雇入れや
職場復帰のための支援  

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

５ 特定求職者雇用開発助成金  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

６ トライアル雇用奨励金  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

７ ジョブコーチ支援 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

８ 職場支援従事者助成金  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

９ 業務遂行援助者の配置（職場介助者等助成金） １ ２ ３ ４ ５ ６ 

10 ９以外の障害者雇用納付金制度に基づく助成
金（健康相談医師の委嘱等） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

11 ハローワーク等が主催する精神障害者雇用促
進に関するセミナーに参加  

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

12 「精神障害者のための職場改善好事例集」等の
ガイドブックや事例集等  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 
その他、精神障害者の雇入れや職場復帰の促進のために、効果的だと思われる支援策があれば、

ご記入下さい。  
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Ⅳ その他雇用管理上の配慮が必要な方の状況 
 

 問９～１２については、把握している場合のみお答え下さい。本調査のために改めて本人に確

認をしていただく必要はありません。  

 

<新規> 

問９ 貴事業所において、問２の回答の対象になった方以外で、本人の申し出等により、以下に

該当し、その方の特性に応じて仕事の内容や勤務時間の配慮等雇用管理上の配慮が必要とな

っている方がいますか。平成２３年１２月１日現在の状況を教えて下さい。  

いずれかに○をつけ、現在雇用している場合は人数（常用労働者数）をご記入ください。  

障害種別  雇用状況  

①発達障害者  いる（    人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明 

②難治性疾患患者  いる（    人） ・ 現在はいないが過去はいた ・ 現在も過去もいない ・ 不明 

 ※各用語の定義の詳細は、１ページをご覧下さい。  

 

<新規> 

問１０ 発達障害者の雇用経験がある事業所（問９①で「いる」又は「現在はいないが過去はい

た」と回答した場合）にお伺いします。  

   （※発達障害者の雇用経験がない場合は、問１１に進んで下さい。）  

 

（１）雇用している（していた）発達障害者について疾患名を把握している場合、お答え下さい。

当てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

 １ 広汎性発達障害（自閉症・アスペルガー症候群等） 

２ 学習障害 

３ 注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）  

４ その他 ⇒具体的に（                           ） 

５ 把握していない  

 

（２）雇用している（していた）発達障害者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行っていま

す（いました）か。当てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

 １ 短時間勤務など勤務時間の配慮  

 ２ 休暇を取得しやすくする等休養への配慮  

 ３ 業務量への配慮  

 ４ 配置転換など配置についての配慮  

 ５ 作業環境、施設・設備・機器の改善  

 ６ 工程の単純化など職務内容の配慮  

 ７ 作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫  

 ８ 通院・服薬管理等医療上の配慮  

 ９ 業務遂行を援助する者の配置  

 １０ 職業生活に関する相談員の配置・委嘱  

 １１ 職場内における健康管理等の相談支援体制の確保  

 １２ 外部の関係機関との連携支援体制の確保  

 １３ その他の配慮 ⇒具体的に                          ） 

 １４ 特段の配慮を行っていない  

発達障害者及び難治性疾患患者の雇用経験がともにない場合（「現在も過去もいな

い」「不明」と回答）は、問１２（１０ページ）に進んで下さい。  
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<新規> 

問１１ 難治性疾患患者の雇用経験がある事業所（問９②で「いる」又は「現在はいないが過去

はいた」と回答した場合）にお伺いします。  

  （※難治性疾患患者の雇用経験がない場合は、問１２に進んで下さい。）  

 

（１）雇用している（していた）難治性疾患患者の疾患名を把握している場合、お答え下さい。

当てはまるもの全てに○をつけて下さい。  

  １ 潰瘍性大腸炎 

  ２ パーキンソン病関連疾患  

  ３ 全身性エリテマトーデス病  

  ４ 強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎  

  ５ クローン病 

  ６ 後縦靱帯骨化症 

  ７ 網膜色素変性症 

  ８ 脊髄小脳変性症 

  ９ 特発性血小板減尐性紫斑病  

 １０ 特発性拡張型（うっ血型）心筋症  

１１ その他 ⇒具体的に（                           ) 

 １２ 把握していない 

 

（２）雇用している（していた）難治性疾患患者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行って

います（いました）か。当てはまるものすべてに○をつけて下さい。  

 １ 短時間勤務など勤務時間の配慮  

２ 休暇を取得しやすくする等休養への配慮  

３ 業務量への配慮  

 ４ 配置転換など配置についての配慮  

 ５ 作業環境、施設・設備・機器の改善   

 ６ 工程の単純化等職務内容への配慮  

 ７ 作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫  

 ８ 通院・服薬管理など医療上の配慮  

 ９ 業務遂行を援助する者の配置  

 １０ 職業生活に関する相談員の配置・委嘱 

 １１ 職場内における健康管理等の相談支援体制の確保  

 １２ 外部の関係機関との連携支援体制の確保  

１３ その他の配慮 ⇒具体的に（                        ） 

 １４ 特段の配慮を行っていない  
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<新規> 

問１２ 貴事業所では、今後の発達障害者や難治性疾患患者の雇用についてどのようにお考えで

すか。最も良くあてはまるものを１つだけ選んで○を付けて下さい。  

  発達 

障害者 

難治性 

疾患患者 

１ 積極的に雇用に取り組みたい １ １ 

２ 積極的に取り組みたいと思わないが、ある程度仕事の出来そうな人が応

募してくれば雇うかもしれない 
２ ２ 

３ 雇用管理のことがよくわからず不安なので、雇いたくない ３ ３ 

４ 仕事ができなかったり職場になじむのが難しかったりすると思うので雇い

たくない 
４ ４ 

５ 過去に雇用したが、仕事ができなかったり職場に上手くなじめなかったり

したので、雇いたくない 
５ ５ 

６ その他 

⇒ 具体的に（                                   ） 
６ ６ 

７ わからない ７ ７ 

 

 
 
Ⅴ その他 
 

問１３ 障害者の雇用に関して、ご意見やご感想がありましたら自由に記入して下さい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答はここまでです。ご協力ありがとうございました。 

ここからは全事業所がお答え下さい。  
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別紙 

精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる主な支援制度 
 

 

１ ハローワークの専門スタッフによる支援（精神障害者雇用トータルサポーター等） 

福祉・教育等関係機関と連携した就職の準備段階から職場定着までの一貫した支援を実施するほ

か、精神障害の専門的知識を有する職員（精神障害者雇用トータルサポーター）をハローワークに配

置し、精神障害者の求職者に対して専門的なカウンセリングや企業への啓発等の支援を実施。 

 

２ 精神障害者等ステップアップ雇用奨励金 

一定程度の期間をかけて段階的に就業時間を延長しながら常用雇用を目指す精神障害者等の雇

用に取り組む事業主に対し、奨励金を支給。 

 

３ 精神障害者雇用安定奨励金 

精神障害者の雇用を促進するとともに職場定着を図るため、カウンセリング体制の整備等、精神障

害者が働きやすい職場づくりを行った事業主に対し、奨励金を支給。（平成 22年 4月～） 

 

４ 地域障害者職業センターで実施する雇入れや職場復帰のための支援 

地域障害者職業センターの専任の精神障害者担当カウンセラーが、主治医等との連携の下、新規

雇入れ、職場復帰、雇用継続に係る様々な支援ニーズに対して、総合的な支援を実施。（全国 47セン

ターで実施）  

 

５ 特定求職者雇用開発助成金  

障害者をハローワーク等の紹介により継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対し、助

成金を支給。  

 

６ トライアル雇用奨励金  

障害者に関する知識や雇用経験がない事業所が、障害者を短期の試行雇用（トライアル雇用）の

形で受け入れることにより、障害者雇用に取り組むきっかけをつくり、常用雇用への移行を目指す事

業主に対し、奨励金を支給。 

 

７ ジョブコーチ支援 

職場への円滑な適応を図るため、職場にジョブコーチが出向いて、障害者及び事業主双方に対し、

仕事の進め方やコミュニケーションなど職場で生じる様々な課題や職場の状況に応じて、課題の改善

を図るための支援を実施。  

 

８ 職場支援従事者助成金 

重度知的障害者又は精神障害者の方を、ハローワークの紹介により、継続して雇用する労働者と

して雇入れ、事業所に職場支援従事者の配置を行う事業主に対し、助成金を支給。（平成 23 年 4 月

～） 

 

９ 業務遂行援助者の配置（職場介助者等助成金） 

重度知的障害者又は精神障害者の方を、継続して雇用する労働者として雇入れ、業務の遂行を援

助する者を配置する事業主に対して、助成金を支給。（平成 23年 3月末で廃止） 

  

１０ ９以外の障害者納付金制度に基づく助成金（健康相談医師の委嘱等） 

精神障害者等を雇用する事業所において、健康相談医師の委嘱や職業コンサルタントの配置・委

嘱等の取組を行う事業主に対し、助成金を支給。 



  

総 数 在宅者 

施設入所者 
身体・知的障害 

者更生施設等入 

所者や入院患者 

18歳以上 

65歳未満 

身体障害児・者 

平成8年 ３１７．７ ３０１．５ １２４．６ １６．２ 

平成13年 ３５１．６ ３３２．７ １２１．８  １８．９（※1） 

平成18年 ３６６．３ ３５７．６ １２３．６  ８．７ 

知的障害児・者 

平成7年 ４１．３ ２９．７ １６．５（※2） １１．６ 

平成12年 ４５．９ ３２．９ ２１．２  １３．０ 

平成17年 ５４．７ ４１．９ ２７．４  １２．８ 

精神障害者 

平成8年 約２１７ － － － 

平成14年 ２５８．４ ２２３．９ １４８．７（※3） ３４．５ 

平成20年 ３２３．３ ２９０．０  １８０．９ ３３．３ 

（単位：万人） 

障害者数の推移について  

※1 平成12年  ※2 20歳以上60歳未満  ※3 20歳以上65歳未満 

○ 身体障害児・者のうち、在宅者は、厚生省「身体障害児実態調査」及び「身体障害者実態調査」（平成8年）並びに厚生労働省「身体障 
  害児・者実態調査」（平成13年、平成18年）、施設入所者は厚生省「社会福祉施設等調査」（平成8年）及び厚生労働省「社会福祉施 
  設等調査」（平成12年、平成18年）等 
○ 知的障害児・者のうち、在宅者は、厚生省「精神薄弱児（者）基礎調査」（平成7年）及び厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」 
  （平成12年、平成17年）、施設入所者は、厚生省「社会福祉施設等調査」（平成7年）及び厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成12 
  年、平成17年）等 
○ 精神障害者数は、厚生省「患者調査」（平成8年）及び厚生労働省「患者調査」（平成14年、平成20年） 
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  年齢別の障害者数について 

 身体障害児・者数は、厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年） 
 知的障害児・者数は、厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成１７年） 
 精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」（平成２０年） 

（単位:万人） 

 

合 計 
18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 不詳 

身体障害児・者 
（在宅者） 

３５７．６ 
【100％】 

９．３ 
【3％】 

１９．１ 
【5％】 

１０４．６ 
【30％】 

２２１．１ 
【62％】 

３．５ 
【1％】 

知的障害児･者 
（在宅者） 

４１．９ 
【100％】 

１１．７ 
【28％】 

１８．９ 
【45％】 

８．５ 
【20％】 

１．５ 
【4％】 

１．２ 
【3％】 

精神障害者 

（総数）（※1） 

３２３．３ 
【100％】 

１７．８（※2） 

【6％】 
７４．３（※3） 

【23％】 

１２２．２ 
【38％】 

１０８．９ 
【34％】 

０．６ 
【0.2％】 

※１ 在宅者及び入院患者の合計 

※２ 20歳未満の数値 

※３ 20~39歳の数値 

＊【 】内は、構成比 

＊数値は四捨五入しているため、年齢別の合計が総数に合わない場合もあ
る。 
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障害者の勤続年数について 
（平成20年度障害者雇用実態調査結果より） 

 身体障害者 

  ※ 平成20年度障害者雇用実態調査は、雇用している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の状況（賃金、労働時間、雇用管理上  

   の措置等）について、常用労働者5人以上を雇用する民営事業所のうち無作為抽出した約7500事業所を対象に調査をしたもの。 

    回答があった5,511事業所（回収率73.2％）において雇用されている身体障害者は20,179人、知的障害者は2,438人、精神障害者は  

   755人であった。なお、集計結果については、産業別、規模別に回収事業所数／母集団事業所数の逆数を復元倍率として推計して計  

   算を行っている。 

障害の種類 平均勤続年数 

全体   9年 2月 

視覚障害   8年10月 

聴覚言語障害  11年 9月 

肢体不自由  11年 5月 

内部障害   6年 0月  

重複障害   8年 2月 

知的障害者 

障害の程度 平均勤続年数 

全体   9年 2月 

重度  5年 6月 

重度以外 12年 3月 

障害の確認方法・疾患 平均勤続年数 

全体   6年 4月 

精神障害者
保健福祉手
帳により確
認している
場合 

１級  3年 8月 

２級  7年 6月 

３級  4年 7月 

等級不明  6年 8月 

医師の診断
書により確
認している
場合 

統合失調症  4年 9月 

そううつ病  7年 3月 

てんかん  4年 5月 

 精神障害者 

   

＜参考＞ 一般労働者の平均勤続年数 11.6年 
 １０人以上の常用労働者を雇用する民営事業所（62,302事業所、有効回答45,010事業所）の常用労働者の状況 
（平成20年賃金構造基本統計調査） 
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 ○ 平成21年4月から平成22年3月末までに就職 した精神障害者（2,023人）のうち、就職後6ヶ月経過

時点での職場定着状況。（ ＊平成21年度に運営された247センターの実績を集計） 

１，４２５人 ／ ２，０２３人 ＝  ７０．４％ 
 

   
                                                

精神障害者の定着状況について 

資料出所：（独）高齢・障害者雇用支援機構「精神障害者の雇用促進のための  
  就業状況等に関する調査研究」（2010年3月） 
＊全国のハローワーク本所461所（平成20年度）から抽出した110所を調査 

 ２ 障害者就業・生活支援センター利用者の定着状況 

 １ 「精神障害者の雇用促進のための就業状況等に関する調査研究」 

 ○ 平成21年10月から平成22年９月までのジョブコーチ支援を終了した精神障害者（671人）のうち、
支援終了後６カ月経過時点での職場定着状況。 

                 ５４４人 ／ ６７１人 ＝  ８１．１％                                    

 ３ 地域障害者職業センターのジョブコーチ支援対象者の定着状況 

○ ハローワークにおける職業紹介により、平成20年7月
から同年10月末までに就職した精神障害者について、
平成21年2月27日時点と同年10月末時点の職場定着
状況について調査。（n＝962件） 

  

○ 在職期間が６か月以上は、 ４９．１％ 

     ・障害者求人： ６６．１％ 

     ・一般求人： 障害開示４２．２％、非開示２４．３％  

     ・チーム支援： あり６７．１％、なし４３．３％ 

 

1週間未満, 

12.1% 

1週間～1ヵ

月未満, 

11.5% 

1～3ヵ月未

満, 10.7% 

3～6ヵ月未

満, 6.4% 

6～12ヵ月

未満, 7.6% 

12ヵ月以上, 

41.5% 

不明, 10.2% 

ハローワークにおける職業紹介により就職した 
精神障害者の在職期間（n=962) 
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障害者のうち、左記
に該当しない者 
  
 ・発達障害者 
 ・難治性疾患患者 
 等 

身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため、長期にわたり、職業生活
に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者           （法第2条第１号） 

障害者のうち、身体障害
がある者であって別表
（※１）に掲げる障害があ
るもの  
               （法第2条第2号） 

障害者のうち、知的障害
がある者であって省令
（※２）で定めるもの 
       （法第2条第4号） 
  

※知的障害者更生相談所等に
より知的障害があると判定され
た者 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

その他 

精神障害者保健 
福祉手帳所持者 

障害者雇用促進法における障害者の範囲、雇用義務の対象 

（雇用義務等に係る規定の精神障害者である労働者についての適
用に関する特例）  

事業主が精神障害者である労働者を雇用しているときにおける同
項（第43条第1項）の規定の適用については、・・・当該事業主が・・・

当該精神障害者である労働者の数に相当する数の身体障害者又
は知的障害者である労働者を雇い入れたものとみなす。 
                               （法第71条第１項） 
※当該規定における「精神障害者」は、法第69条の規定により「精神障害者保健福祉
手帳所持者」に限定している。 

事業主は、･･･その雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の数が、その雇用する
労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数以
上であるようにしなければならない。  
                  （法第43条第1項） 

雇用義務の対象 実雇用率算定の対象 

障害者 

障害者のうち、精神障害がある者であって
省令（※３）で定めるもの （法第2条第6号） 
※次に掲げる者であって、症状が安定し、就労が可能
な状態にあるもの 

※①～③の手帳所持者
を除く。 

  ①統合失調症 
  ②そううつ病(そう    
   病･うつ病を含む) 
  ③てんかん 
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（※１）障害者雇用促進法 別表 
一 次に掲げる視覚障害で永続するもの 
  イ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異状がある者については、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれ  
   ぞれ０．１以下のもの 
  ロ 一眼の視力が０．０２以下、他眼の視力が０．６以下のもの 
  ハ 両眼の視野がそれぞれ１０度以内のもの 
  ニ 両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの 
二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で永続するもの 
  イ 両耳の聴力レベルがそれぞれ７０デシベル以上のもの 
  ロ 一耳の聴力レベルが９０デシベル以上、他耳の聴力レベルが５０デシベル以上のもの 
  ハ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が５０パーセント以下のもの 
  ニ 平衡機能の著しい障害 
三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害 
  イ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の喪失 
  ロ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障害で、永続するもの 
四 次に掲げる肢体不自由 
  イ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で永続するもの 
  ロ 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指以上をそれぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの 
  ハ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 
  ニ 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい障害で、永続するもの 
  ホ 両下肢のすべての指を欠くもの 
  ヘ イからホまでに掲げるもののほか、その程度がイからホまでに掲げる障害の程度以上であると認められる障害 
五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 
 
障害者雇用促進法施行令 
（法別表第五号の政令で定める障害）  
第二十七条  法別表第五号の政令で定める障害は、次に掲げる障害とする。  
一  ぼうこう又は直腸の機能の障害   二  小腸の機能の障害   三  ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害   四  肝臓の機能の障害  

（※２）障害者雇用促進法施行規則 
（知的障害者）  

第１条の２ 法第２条第４号の厚生労働省令で定める知的障害がある者（以下「知的障害者」という。）は、児童相談所、知的障害者福祉法第９条第５項に
規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医又は法
第１９条の障害者職業センター（次条において「知的障害者判定機関」という。）により知的障害があると判定された者とする。 

（※３）障害者雇用促進法施行規則 
（精神障害者）  

第１条の４ 法第２条第６号の厚生労働省令で定める精神障害がある者（以下「精神障害者」という。）は、次に掲げる者であって、症状が安定し、就労が可
能な状態にあるものとする。  
一  精神保健福祉法第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者  
二  統合失調症、そううつ病（そう病及びうつ病を含む。）又はてんかんにかかっている者（前号に掲げる者に該当する者を除く。）  2 



（手帳所持） （３疾患） （発達） （難病） （その他）

公共職業安定所

職業指導等、就職後の助言及び指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

求人の開拓等、求人者の指導等、事業主
に対する助言及び指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

適応訓練 ○ ○ ○ ○ × × ×

解雇の届出 ○ ○ ○ × × × ×

障害者職業センター

障害者に対する職業評価、職業準備訓練
等及び事業主に対する雇用管理の助言 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

職場適応援助者による援助等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総合センターにおける調査研究 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

障害者就業・生活支援センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

雇用率制度

雇用義務 ○ ○ × × × × ×

実雇用率へのカウント、雇入れ計画 ○ ○ ○ × × × ×

障害者雇用納付金制度に基づく措置

調整金、報奨金、特例調整金、特例報奨
金 ○ ○ ○ × × × ×

研究・調査・講習、啓発 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

障害者作業施設（福祉施設）設置等助成
金 ○ ○ ○ ○ × × ×

障害者介助等助成金 × × ×

職場適応援助者助成金第１号 ○ ○ ○ ○ ○ △※ △※

職場適応援助者助成金第２号 ○ ○ ○ ○ ○ × ×

障害者能力開発助成金 ○ ○ ○ ○ × × ×

主な助成金制度

トライアル雇用奨励金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特定求職者雇用開発助成金 ○ ○ ○ ○ × × ×

発達障害者雇用開発助成金 × × × × ○ × ×

難治性疾患患者雇用開発助成金 × × × × × ○ ×

障害者職業能力開発校等（公共職業訓練）

施設内訓練 ○ ○ ○ ○ △※ △※ △※

障害者の態様に応じた多様な委託訓練 ○ ○ ○ ○ △※ △※ △※

-1-

※各障害特性（例：聴覚、視覚等）に応じて適用範囲を規定

※その他職場適応援助者による援助が特に必要であると機構が認める者

※受講推薦のみ、訓練手当は支給なし

障
害
者
雇
用
促
進
法

そ
の
他

障害者雇用納付金制度に基づく助成金

障害種別にみた障害者雇用支援施策の適用範囲

身体障害者知的障害者
精神障害者 その他
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○ ＪＳＮの活動状況 
  
○ 就業継続の継続アンケート調査（ＪＳＮ） 
 （平成２１年度 障害者保健福祉推進事業） 
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JSN各事業所の就職者など（２０１１，３末現在） 
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門真 門真 茨木 門真 茨木 門真 茨木

2007,6～2008,3 2008,4～2009,3 2009,4～2010,3 2010,4～2011,3

人

登録者数

就職者数

退所者数

全登録者： 
     ２１４名 
全就職者： 
      ６９名 
全離職者： 
      ２０名 
全退所者： 
      ７２名 

２００７年６月以降、JSNからは６９名の就職者が出ている。また、２０１０年４月～ 

２０１１年３月までの１年間で、JSN門真１５名、JSN茨木１５名、合わせて３０名の 

就職者が出た。離職者はこの４年間で２０名。内５名は再トレーニング～再就職。 

１名はそのまま再就職。再就職者を除くと、就労継続率は約８割となる。 1 



JSN茨木・ジョブコーチ活動の実際 

【JSN茨木】 

•平成２０年４月開設・定員３０名 

•精神障害者に特化した就労移行支援事業所 

•平成２１年度１５名、平成２２年度１５名の就
職者 

•同事業所は８名のスタッフに加え、２名のジョ
ブコーチ（配置型）がいる 

•平成２３年４月～６月（３ヶ月間、支援日数 ６
０日）、ジョブコーチ２名の支援状況をまとめ
てみた。 

 2 



支援内容の内訳 
・・平成２３年４月～６月・・ 

• ジョブコーチ ２名（実働各６０日/３ヶ月） 
 

•支援回数 １７４回 

    （４月７２回、５月４５回、６月５７回） 
 

•支援時間 ２７，６２０分（約４６０時間） 
 

•内訳：ジョブコーチ支援５１回（１１，２７０分） 

     基礎訓練支援８３回（１２，８７０分） 

     既就労者支援４０回（３，４８０分） 
3 



支援内容の内訳；グラフ 
・・平成２３年４月～６月・・ 

時間

13%

46%

41%

JSN茨木のジョブコーチ２名は、回数では全体の２３％、時間では１３％を「既就労 

者支援」に使っている。トライアルとは異なり、雇用がまだはっきりしない就労前企 

業実習でもジョブコーチは支援に入っており、これは「基礎訓練」に分類されている。 

「既就労者支援」も「基礎訓練」も「ジョブコーチ支援」の請求が出来ない。今後、就 

労者は年々増えるため、「既就労者支援」が確実に増加してくる。 

また、「既就労者支援」の７３％（回数）は就労後６ヶ月以上経過したものである。 

回数

48%

29%
23%

ジョブコーチ支援

基礎訓練

既就職者支援
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職業継続の継続 アンケート調査（JSN） 
         ･･平成２１年度 障害者保健福祉推進事業･･     田川  JSN 

• 精神障害者は三障害のうちで、就職率は高いが、離職率も
一番高い、と言われている。 

• どんな支援や配慮があれば精神障害者はその職業生活を
継続できるのか、を調べる目的で、「職業生活の継続 アン
ケート調査」を行った。 

• アンケートは「通院者用」と「主治医用」から成る。 

• 同調査を（社）大阪精神科診療所協会の会員診療所に呼び
かけたところ１３診療所が協力、２００９年１１月１日から１２月
末の間に２２７枚のアンケート が回収された。 

• 回収された２２７枚のアンケートをソートし、 

  ★「現在勤務している会社で継続して二年以上働いている
もの」８０名、 

  ★「これまで二年以上継続して働いたことがない者」７８名  
を抽出、それぞれの比較を試みた。 

 

 

1 



年齢と性別 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続

①19歳以下

②20歳-29歳

③30歳-39歳

④40歳-49歳

⑤50歳-59歳

⑥60歳-69歳

⑦70歳以上

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続
①男性

②女性

無回答

2 



病名別（主治医アンケート） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続

①症状・器質（F0）

②精神作用物質（F1）

③統合失調症等（F2）

④気分障害（F3）

⑤神経症性等（F4）

⑥生理等行動障害（F5）

⑦ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨｰ障害等
（F6）
⑧精神遅滞（F7）

⑨心理的発達障害（F8）

⑩その他

無回答

回答無効
 病名は「２年以上継続」、「２年未満」ともに統合失調症が９０％近く 
占めている。 3 



病気の理解（主治医アンケート） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続
①かなり理解

②まあまあ理解

③やや不十分

④かなり不十分

⑤その他

無回答

 「２年以上継続」ものが自身の病気をより良く理解していることが分かる。 
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障害の理解（主治医アンケート） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続
①かなり理解

②まあまあ理解

③やや不十分

④かなり不十分

⑤その他

無回答

 「２年以上継続」のものが、「病気の理解」以上に「障害の理解」を 
しっかりしていることが分かる。 5 



発病前の就労経験 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満

２年以上継続

①ない

ある: 1ヵ所

ある: 2-3ヵ所

ある: 4-9ヵ所

ある: 10ヵ所以上

③その他

無回答

 「２年以上継続」の方が、発病前の就労経験のないものが多い。 
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発病後、最も長く勤めた期間 

0

5

10

15

20

25

30

①
会

社
に

は
勤

め
て

い
な

い

②
1カ

月
未

満

③
1カ

月
以

上
-3

カ
月

未
満

④
3カ

月
以

上
-6

カ
月

未
満

⑤
6カ

月
以

上
-1

年
未

満
⑥

1年
以

上
-1

年
半

未
満

⑦
1年

半
以

上
-2

年
未

満
⑧

2年
以

上
-3

年
未

満
⑨

3年
以

上
-5

年
未

満
⑩

5年
以

上
-1

0年
未

満

⑪
10

年
以

上

⑫
そ

の
他

無
回

答

人

２年未満

２年以上継続

「２年以上継続」群では５年以上、１０年以上が６２．５％を占める。 
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病気・障害の開示（現在or最長） 

「２年以上継続」は約半数、「２年未満」は約1/3が病気・障害を開示している。 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２年未満（７８名）

２年以上継続（８０名）

①就職する
前に伝えた

②就職した
後に伝えた

③就職した
後に分かっ
た
④伝えてい
ない

⑤その他

無回答
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責任の重さ（２年以上継続８０名） 

11%

39%40%

10% 0%0%

①かなり重い

②まあまあ重い

③あまり重くない

④ほとんど重くない

⑤その他

無回答

「２年以上継続」の５０％は、仕事の責任は「重い」と感じている。 
9 



仕事のやりがい（２年以上継続８０名） 

25%

55%

14%

6% 0%
①かなりやりがいが
ある

②まあまあやりがい
がある

③あまりやりがいは
ない

④ほとんどやりがい
はない

⑤その他

無回答

「２年以上継続」の８０％が、仕事に「やりがいがある」と感じている。 10 



その会社で働く続けたいか 
（２年以上継続８０名） 

83%

8%

8% 1%

①思う

②思わない

③その他

無回答

 「２年以上継続」の８３％が、その会社で仕事を続けたいと 
希望している。 
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仕事を続けて行くために必要なこと 
（２年以上継続８０名） 

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

①
高

い
給

料

②
は

り
あ

い
の

あ
る

仕
事

③
責

任
感

の
持

て
る
仕

事

④
過

剰
な

負
担

の
か

か
ら
な

い
仕

事

⑤
仕

事
上

の
担

当
者

⑥
自

分
を
認

め
て

くれ
る

上
司

⑦
仲

間
と
認

め
て

くれ
る

同
僚

⑧
生

活
上

の
支

援
者

⑨
生

活
や

仕
事

の
こ
と
を

話
...

⑩
一

緒
に

遊
び

に
行

っ
て

くれ
る

友
達

⑪
仕

事
を
通

し
て

の
目

標

⑫
将

来
の

夢
や

希
望

⑬
ス

トレ
ス

の
発

散
や

解
消

⑭
そ

の
他

１ ２ ３ ４ ５ 
６ ７ 

 「２年以上継続」の人達が、仕事を続けるために必要なことは、過剰な 
負担のかからない仕事、仲間と認めてくれる同僚、自分を認めてくれる 
上司、の順となっている。 
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